
１　総括

⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 職員数については、令和２年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））及び
　会計年度任用職員を含まない。
３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の
　給与費は含まれていない。

⑶ ラスパイレス指数の状況

（注） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100 として計算した指数。
２ 括弧書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味し
　た地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　（補正前のラスパイレス指数×(１＋越谷市の地域手当支給率)／(１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率)により算出。）
３ 中核市平均とは、中核市のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※ 令和３年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している
　場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　　ラスパイレス指数を引き上げる主な理由としては、昇格スピードが国と異なることなどが考えられる。
　　指数は前年より０.５ポイントあがっているが、緊急的な対応措置として平成３０年度から管理監督職員を対象に
　実施してきた、給料の特例減額が令和２年度をもって終了したことによるもので、当該要因による指数の一時的な
　上昇は、ある程度、想定していたものである。今後も引き続き、給与の適正化に努めていく。
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⑷ 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】 国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組む
とされている。

① 給料表の見直し

〔 実施 〕 （給料表の改定実施時期） 平成２８年４月１日
（内容） 行政職給料表は、国の実施内容を踏まえ、平均で1.78％(最大で5.25％)の引き下げ。行政職給料表は、国の見直し内容を踏まえ、平均で1.78％(最大で5.25％)の引下げ。

その他の給料表については、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。
激変緩和のため５年間(令和３年３月３１日まで)の経過措置(現給保障)を実施。

② 地域手当の見直し

（支給割合）　国基準６％に対し、越谷市においても６％を支給。

③ その他の見直し

　単身赴任手当について国に準じて見直しを実施。（平成２８年４月１日実施）

⑸ 特記事項

　給料抑制措置として、平成３０年４月から令和３年３月まで下記の職員に対し、給料の特例減額措置を実施

　　・管理職　　▲１.５％

　　・監督職　　▲０.７５％

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在）

① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

② 技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

（注） １ 「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における職員の諸手当を除いた給料月額である。
２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた
　もの）で算出している。

＜民間の類似職種に関する給与資料＞
技能労務職員の給与等の比較にあたり、総務省より以下の参考資料（別表）の提供がある。
なお、この資料は、厚生労働省が公表する｢賃金構造基本統計調査（賃金センサス）｣における類似職種（５職種）についての

　①平均年齢、②平均給与月額（決まって支給する現金給与額）、③年収ベース（②を１２倍したものに年間賞与その他特別給与
　額を加えた試算値）に係る数値である。

※賃金構造基本統計調査（賃金センサス）
主要産業に雇用される常用労働者の賃金について、労働者の種類、職種、性別、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等を明らか

　にし、賃金構造の実態を詳細に把握することを目的として、昭和２３年から毎年実施されている統計調査の一つ。
常用労働者１０人以上の民営事業所、一部公営事務所、常用労働者５人～９人の民営事業所から一定の方法によって抽出された

　事業所が対象となっている。なお、常用労働者には、正社員・正職員以外のものや雇用期間の定めのあるもの等が含まれている。
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【別表】 ｢賃金構造基本統計調査｣における５職種の平均年齢・平均給与月額等 （総務省参考資料）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

※ 職種別の数値を３か年平均（平成３０年度から令和２年度までの各年度の労働者数で加重平均）したものである。
※ 「廃棄物処理業（男女）」については、産業別の数値の３か年平均（平成３０年度から令和２年度までの各年度の

　　労働者数で加重平均）したものである。

⑵ 職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

⑴ 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和3年4月1日現在）

（注） １ 越谷市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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56.1 252,900

平均給与月額
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⑵ 国との給料表カーブ比較表（行政職）（令和3年4月1日現在）

⑶ 昇給への勤務成績の反映状況

昇給可能な
区分

昇給可能な
区分

 ロ　人事評価を活用していない

○

昇給実績が
ある区分

一般職員管理職員

○

昇給実績が
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　　上位、標準、下位の区分

 イ　人事評価を活用している

令和3年4月2日から令和4年4月1日
までにおける運用

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律） ○

　活用している昇給区分

　　活用予定時期 令和4年度予定

○

　　上位、標準の区分
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４　職員の手当の状況

⑴ 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和2年度） １人当たり平均支給額（令和2年度）

千円 千円

（令和2年度支給割合） （令和2年度支給割合） （令和2年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20%

・管理職加算　　　　15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

⑵ 退職手当（令和3年4月1日現在）

 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　  （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

 勤続２０年 月分 月分  勤続２０年 月分 月分

 勤続２５年 月分 月分  勤続２５年 月分 月分

 勤続３５年 月分 月分  勤続３５年 月分 月分

 最高限度 月分 月分  最高限度 月分 月分

 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置  その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率 2～45％） （割増率 2～45％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和2年度に退職した職員に支給された平均額である。

⑶ 地域手当（令和3年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

33.27075

47.709

自己都合　

 支給実績（令和2年度普通会計決算）

19.6695

47.709

39.7575

28.0395

215

451,516

支給率

越谷市

応募認定・定年

(0.90)(1.45)

1.90

2,164

支給対象職員数

6

支給対象地域

　　標準、下位の成績率

2.55

1,209 22,339

47.709

○

　　活用予定時期

支給実績が
ある成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

　　上位、標準の成績率

1,671

24.586875

支給可能な
成績率

 ロ　人事評価を活用していない

　　上位、標準、下位の成績率 ○

　　標準の成績率のみ（一律）

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度普通会計決算）

47.709

応募認定・定年自己都合　

○

(0.90)

越　　　谷　　　市 埼　　　玉　　　県

国

令和3年度中における運用 管理職員 一般職員

 イ　人事評価を活用している ○

　活用している成績率

令和4年度予定

越　　　谷　　　市

1.90

(1.45)

1,452

2.55

(1.45) (0.90)

2.551.90

国

－

6

国の制度（支給率）

47.709

33.27075

19.6695

28.0395

39.7575

47.709

24.586875
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⑷ 特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

千円

　円

　％

新型コロナウイルス感染症の患者若しくはその疑いのあ
る者の身体に接触し、又はこれらの者に長時間にわたり
接して行う業務その他市長がこれに準ずると認める業務
に従事した場合

4,000円/日

(3) 防疫作業手当

(9) 動物取扱手当

市税（国民健康保険税を含む。以下同じ。）の賦課、徴
収に関する事務に従事した職員

支給実績※
（令和2年度決算）

臨戸により市税の滞納整理に従事した職員 5千円

7,000円/月

行旅病人の救護等に関する業務に従事した職員

主な支給対象職員及び業務

(1) 税務職員手当

40.2

(6) 福祉施設指導員手当

150円/回

48,354

犬の捕獲、収容、抑留又は移送の業務に従事した保健所
に勤務する職員

（防疫作業手当の特例）

新型コロナウイルス感染症から市民の生命及び健康を保
護するために緊急に行われた措置に係る業務であつて市
長が定めるものに従事したとき

27,506千円

3,000円/日

400円/日

11,752千円

2,000円/回

1,000円/回

290円/日

(2) 徴収手当

100円/日

180円/日

150円/日

370円/日

5,000円/月
福祉型及び医療型児童発達支援センターにおいて生活指
導又は作業指導の業務に従事する職員

0千円

13千円

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１５条第１項
第２号に規定する現業を行う職員及び市立病院において
同様の業務を行う職員

(5) 社会福祉業務手当 7,111千円

①感染症の患者又は感染症の疑いのある患者の救護に従事
した職員

②感染症が発生し、又は発生するおそれがある区域内で行
う消毒及び感染症の病原体に汚染された物件又は汚染され
た疑いがある物件の処理に従事した職員

③伝染性疾病等の病原体を保有する獣畜又は保有する疑い
のある獣畜に対する防疫に従事した職員

④人体に有害な薬品を使って植物の防疫に従事した職員

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度普通会計決算）

40,859 支給実績（令和2年度普通会計決算）

手当の種類（手当数）

②使用済自動車の再資源化等に関する法律

(19)早出勤務手当 午前７時以前に正規の勤務時間として勤務する職員

③越谷市土砂の堆積等の規制に関する条例

臨床検査技師、衛生検査技師又はこれに準ずる勤務を命
ぜられている職員が、結核菌その他の病原体等を取扱う
業務に従事した場合

(18)放射線取扱手当

①市立病院の放射線科医師、診療放射線技師又はこれに
準ずる勤務を命ぜられている職員がＸ線その他の放射線
を人体に照射し、若しくは放射性同位元素を取扱う業務
又はこれらに付随する業務に従事した場合 1,793千円

②上記の者以外の者が、診療のためＸ線その他の放射線
を人体に照射し、若しくは放射性同位元素を取扱う業務
又はこれらに付随する業務に従事した場合

(15)救急出動手当
交通事故、災害等の救急現場に出動し、傷病者を病院等
に収容し、又は現場手当を施した消防職員

7,368千円

(11)通信指令管制業務手当 通信、指令、管制業務に従事した消防職員

(7) 特殊車両運転作業手当 621千円
②上記に規定する車両以外で市長が別に定める特殊車両
の運転作業に従事する職員

(8) 夜間特殊業務手当
守衛、消防職員又は市立病院に勤務する職員が、深夜
（午後１０時後翌日の午前５時前の間をいう。以下同
じ。）にわたり、正規の勤務時間として勤務した場合

(17)臨床検査手当

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律 左記のいずれか
に基づく立入検
査の業務に従事
した職員

231千円

1,041千円

消防自動車の運転及びポンプの操作等機関員の勤務に従
事した消防職員

2,262千円

①ショベルローダ、ブルドーザ等大型特殊車両の運転作
業に従事する職員

2千円

給料月額の2％
（上限3,500円/月）

21

150円/日

5時間超 1,100円/回
2時間以上5時間以下 730円/回
2時間未満 410円/回

(16)医師手当

(12)機関員勤務手当

3,997千円

左記職員に対する支給単価

行旅死亡人の処置等に関する業務に従事した職員

811千円

はしご車搭乗、点検等の業務に従事した消防職員 551千円

110円/日

450円/回

火災及び水災事故等の災害に出動した消防職員 1,557千円

手当の名称

4,557千円

31千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度）

(4) 行旅病死人取扱手当

(10)産業廃棄物等立入検査
　　業務手当

400円/回

(13)はしご搭乗手当

(14)災害出動手当

市立病院の診療業務に従事する医師 49,327千円

230円/日

150円/日

50,000円/月

150円/日

100円/日
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※手当ごとの支給実績は特別会計及び病院事業会計に属する職員への支給額を含む。

⑸ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

円

円

円

 職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算）

(21)解剖手当
医師、看護師、准看護師又は医療技術員等が死体を所定
の方法で処理する業務に従事した場合

手当名

(20)夜間看護等手当

夜勤手当

休日給

満16歳～22歳の子に対する加算 5,000円

通勤手当

管理職手当

49,730

千円

141,461

異なる

休日において正規の勤務時間中に勤務す
ることを命ぜられた職員に対し、勤務1時
間につき勤務1時間あたりの給与額の100
分の135を支給

正規の勤務時間として午後10時から翌日
午前5時まで勤務する職員に対し、勤務1
時間につき勤務1時間あたりの給与額の
100分の25を支給

同じ

距離区分に応
じた支給額が
異なる

100,523

777,932

387,257

千円

79,517

91,780

同じ

千円

交通用具使用者／併用限度 55,000円
距離に応じた額(通勤距離 片道2㎞以上)

同じ

住居手当

国の制度と
異なる内容

扶養手当
扶養親族（その他）　1人につき6,500円

⑹ その他の手当（令和3年4月1日現在）

扶養親族（子）　1人につき10,000円
同じ

交通機関等利用者／上限 55,000円
運賃等相当額

深夜全部 7,300円/回
4時間以上 3,550円/回
2時間以上4時間未満 3,100円/回
2時間未満 2,150円/回

②医療職給料表の適用を受ける職員のうち市長の定める
職員が、正規の勤務時間以外の時間において、勤務の時
間帯その他に関し市長が定める特別な事情の下で救急医
療等の業務に従事した場合

 支給実績（令和2年度普通会計決算）

①助産師、看護師若しくは准看護師又はこれらに準ずる
職員が深夜にわたり、正規の勤務時間として看護等の業
務に従事した場合

108,333千円

500円/体

1,620円/回

内容及び支給単価

 支給実績（令和元年度普通会計決算）

 職員１人当たり平均支給年額（令和2年度普通会計決算）

国の制度
との異同

451,816

千円

異なる

同じ

国は廃止

円

円

円245,729

借家・賃貸等の場合
家賃額に応じて27,000円を限度に支給

配偶者 6,500円

支給職員１人当たり
平均支給年額

(令和2年度普通会計決算)

4千円

支給実績
(令和2年度普通会計決算)

自宅の場合　新築・購入後5年間 5,500円
上記以外 4,000円

千円

11,239

228,712

28,000円を限
度に支給

千円

部長　　　85,000円
副部長　　70,000円
課長　　　60,000円
副課長　　50,000円

215

602,746

289

199,778

209,591
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５　特別職の給料等の状況（令和3年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

 給料月額×在職月数×35/100×115/100　 円 　任期ごと

 給料月額×在職月数×21/100×115/100　 円 　任期ごと

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 おける退職手当の見込額である。

期
末
手
当

974,000

748,000

700,000

（令和2年度支給割合）
4.45　月分

（令和2年度支給割合）
4.45　月分

副 市 長

議
員
報
酬

市 長
給

料

1,180,000

備　　　　考

副 市 長

（参考）中核市における最高／最低額

669,800

退
職
手
当

10,224,144

議 長

議 員

副 議 長

議 員

市 長

市 長

議 長

副 市 長

20,305,320

副 議 長

591,000

575,000 475,000

827,000

577,000

504,000

584,000

給　　料　　月　　額　　等区　分

1,051,000

882,000

657,000
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６　職員数の状況

⑴ 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人

（中核市の人口1万当たり職員数 人）

人

（中核市の人口1万当たり職員数 人）

[ ] [ ] [ 58 ] 人

（注） １　職員数は一般職に属する職員数である。
２　[     ]内は、条例定数の合計である。

主　な　増　減　理　由
対前年
増減数

職 員 数

16

▲ 1

0

1

・育児休業代替職員の増加による増員

・デジタル化の推進体制強化による増員
・まちづくりの拠点整備推進による増員
・危機管理体制強化によう増員
・新庁舎開設に合わせた窓口改善に伴う増員
・育児休業代替職員の増加による増員
・欠員補充

・働き方の多様化に対応した課税調査の強化に伴う増員

・保健所の体制強化による増員

2

98

291

2

2,103

土木

農水

＜参考＞

・欠員補充

・小中一貫校の整備による増員
・育児休業代替職員の増加による増員

＜参考＞

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

・広域連合派遣終了に伴う減員
・欠員不補充

・被災地派遣終了に伴う減員

330

63.79

61 62.64

1,487

24

区　分

1

▲ 2

・障がい者支援対策充実による増員
・子ども家庭総合支援拠点による増員
・生活保護世帯の増加に伴う増員
・大相模保育所定員増員に伴う増員
・育児休業代替職員の増加による増員

4

部　門

普
通
会
計
部
門

教育部門

24

令和３年

一
般
行
政
部
門

18

総務

衛生

令和２年

2

税務

337

3

46.25

286 5

54

・育児休業代替職員の増加による増員
・欠員補充

1413

1,541

113

▲ 2

・欠員補充

・欠員不補充

・被災地派遣終了に伴う減員
・育児休業代替職員の減少による減員

1

153

619 34

44.60

83.54

332

114

病院

小　計

2,886

653

63

17

353

151

商工

消防部門

96

722

2,794 2,852

会
計
部
門

公
営
企
業
等

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

598

720

＜参考＞

▲ 2

6

その他

2,823

労働

212

民生

2,164

604

小　計

合　　計

22

計

208

24

議会

下水道
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⑶ 職員数の推移 （単位：人・％）

( ％）

( ％）

( ％）

( ％）

( ％）

( ％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

44歳

54

～～

人人人

27歳 31歳

20歳
未満

60歳
以上

39歳
～～～
32歳 56歳

5.4

51歳

48歳

過去５年間の増減数（率）

人

～

189340

59歳

52歳

～
40歳

～

人

79

146 2,886

計

20歳

人 人 人

47歳43歳

333

人

297

36歳28歳

人

424

55歳

人

23歳

244

327

283 286

24歳

令和2年令和元年

310

総合計

平成30年平成29年平成28年 令和3年

消防

291286 283

335

722727

2,886

284

328

公営企業等会計計

2,164

年度

1,468 1,462

332

普通会計計

教育

人

1,487

部門別

327 38312

区　分

職員数
160

35歳

⑵ 年齢別職員構成の状況（令和3年4月1日現在）

～

人

1,469

～

1,5411,462一般行政

1.1

3.5

720

2,789 2,808

8

97

2,086 2,085

2,8232,806 2,801

2,075 4.3

714 720 723

5

89

330 1.5

1.75

2,074 2,103

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%

２０

歳

未

満

６０

歳

以

上

２０

｜

２３

２４

｜

２７

２８

｜

３１

３２

｜

３５

３６

｜

３９

４４

｜

４７

４０

｜

４３

４８

｜

５１

５２

｜

５５

５６

｜

５９
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